
【機密性２】

支援体制の推進について

１）令和２年度の取り組み状況について P1

２）相談窓口について P2
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【機密性２】令和２年度の取り組み状況について

地方公共団体の技術力向上を図るため、技術講習会の開催等

道路メンテナンス研修 【主催：特別区職員研修所(東京国道事務所)】

１ 日時 令和２年11月30日(月)
２ 場所 講義：特別区職員研修所 千代田区神田相生町１
３ 参加者 20名

橋梁点検講習会【主催：東京都道路メンテナンス会議(東京国道事務所)】

１ 日時 令和２年12月18日(金)
２ 場所 講義：橋梁の維持管理

実習：荒川河口橋（山側）
３ 参加者 15名
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【機密性２】技術相談窓口について 【東京都道路整備保全公社】

◆（公財）東京都道路整備保全公社では、区市町村（東京都内）の職員を対象に道路施設の維持
管理などに関する「技術相談」を気軽に受付けています。

受付内容は、橋梁、舗装、擁壁等の維持管理の点検、修繕計画、補修設計、積算、施工等にお
ける業務の中で、「どうしたらよいか」「判断できない」の相談に応じています。

区市町村

（公財）東京都道路整備保全公社
道路ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進室

TEL：03（5381）3351
Email : douro-am@tmpc.or.jp

東京都道路メンテナンス会議 事務局
・東京国道事務所 管理第二課

TEL：03（3512）9097
Email : ktr-tokyo-road-mainte@gxb.mlit.go.jp

・相武国道事務所 管理第二課
・東京都 建設局 道路管理部 保全課
・東日本高速道路株式会社
・中日本高速道路株式会社
・首都高速道路株式会社

国土交通省
関東地方整備局

①問合せ

②回答

③連携

作成：（公財）東京都道路整備保全公社

➄情報共有

④相談
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Kanto Regional Development Bureau, MLIT / Kanto Road Maintenance Management Office

関東地方整備局／ 関東道路メンテナンスセンター

関東道路メンテナンスセンターの
技術支援（地方自治体）について
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技術支援（地方自治体）

地方公共団体が管理する橋梁等の道路構造物に不具合が見られた場合
には、管理者からの要請に応じて、関東道路メンテナンスセンターによ
る技術支援（現地調査や技術助言）を実施しています。

道路構造物の不具合のみに限らず、修繕計画策定の疑問や補修工事へ
の新技術の適用のアドバイスからメンテナンスに資格取得に係わる情報
提供、までその内容は多岐にわたります。

技術的助言については、不具合の発生原因の考察や今後の維持・管理
・対策工事の留意点などをわかりやすく、かつ、道路管理者として有益
なものになるように注意してレポートを作成しています。

技術的助言としてお渡しする現地調査レポート現地調査や打合せによる技術支援



No 橋梁名等 管理者 年月 内容

1 ○○橋 群馬県 Ａ市 R1 10 技術助言 損傷状況の確認

2 △△△橋 群馬県 Ｂ村 R1 6 技術助言 損傷状況の確認

3 ◇◇橋 群馬県 Ｂ村 R1 6 技術助言 損傷状況の確認

4 ○○○橋 東京都 Ｃ町 R1 6 技術助言 損傷状態の評価

5 △△△橋 東京都 Ｃ町 R1 6 技術助言 状態の評価

6 ◇◇橋 茨城県 Ｄ町 R1 7 技術助言 損傷状態の評価

7 ○○橋 千葉県 Ｅ市 R1 7 技術助言 損傷状態の評価

8 △△歩道橋 千葉県 Ｅ市 R1 7 技術助言 損傷状態の評価

9 HTBボルトの調達 千葉県 Ｅ市 R1 7 情報提供 HTBボルトの調達に係わる情報提供

10 都市モノレール 千葉県 Ｆ市 R1 7 技術助言 塗装塗り替えへの新技術の適用

11 ◇◇大橋 東京都 Ｇ区 R1 7 技術助言 橋梁防護柵の改良

12 直営点検の紹介 千葉県 Ｈ市 R1 10 情報提供 直営点検の事例や仕組みの紹介

13 ○○○橋 長野県 Ｉ市 R1 11 災害支援 橋台の流出の復旧に係わる技術相談

14 診断の仕組みについて 群馬県 R2 1 技術助言 橋梁の判定会議の運営

15 個別施設計画の策定 東京都 Ｊ区 R2 1 技術助言 個別施設計画策定に係わる相談

16 修繕代行について 千葉県 Ｋ市 R2 1 情報提供 修繕代行の制度に係わる問合せ

技術支援（地方自治体）
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No 橋梁名等 管理者 年月 内容

17 道路橋点検士について 東京都 Ｌ市 R2 2 情報提供 道路橋点検士の制度に係わる問合せ

18 診断の仕組みについて 山梨県 R2 3 技術助言 橋梁の診断判定会議の運営

19 跨線橋の集約化撤去 神奈川県 Ｍ市 R2 5 情報提供 補助制度や事例の紹介依頼

20 個別施設計画の策定 茨城県 R2 5 技術助言 個別施設計画策定に係わる相談

21 ○○○橋 長野県 Ｎ市 R2 5 技術助言 ASRの補修の判断に係わる相談

22 △△橋 他 神奈川県 Ｍ市 R2 7 技術助言 RC橋の床版の補修に係わる相談

23 ◇◇橋 長野県 Ｎ市 R2 7 技術助言 吊橋の損傷や補修に係わる相談

24 ○○橋 長野県 Ｎ市 R2 7 技術助言 吊橋の損傷や補修に係わる相談

25 △△橋 長野県 Ｎ市 R2 9 技術助言 RC橋の橋座の補修に係わる相談

26 ◇◇歩道橋 埼玉県 Ｏ市 R2 12 技術助言 歩道橋の損傷や補修に係わる相談

27 ○○橋 神奈川県 R2 12 技術助言 ゲルバー部の詳細調査に係わる相談

28 交付金の対象について 東京都 Ｇ区 R3 1 情報提供 PCB処分に係わる交付金の対象について

29 △△橋 埼玉県 Ｐ市 R3 3 技術助言 ラーメン橋台の頂版ひびわれについて

30 個別施設計画の策定 栃木県 Ｑ市 R3 3 技術助言 予防保全の検討方法について

31 落書きの抑止と定期点検 千葉県 Ｒ市 R3 4 技術助言 落書き防止措置の定期点検へ影響

32 鉛入り塗装の塗替時の配慮 栃木県 Ｑ市 R3 4 技術助言 塗替工事の施工や処分時に配慮する事項

技術支援（地方自治体）
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技術支援（地方自治体） 直轄診断
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⚫ 橋梁名
秩父橋（ちちぶばし）

⚫ 管理者
秩父市（埼玉県）

⚫ 実施日
令和元年（2019年） 8月 6日 現地調査
令和元年（2019年）12月20日 結果報告

⚫ 現地調査
秩父橋にて関東道路メンテナンスセンタ

ー、国総研、土研からなる「道路メンテナ
ンス技術集団」が橋梁点検車による近接目
視による、現地調査を実施しました。

⚫ 結果報告
現地調査と詳細調査の結果から、アーチ

橋の構造的な特徴を踏まえた健全性の見立
てや、今後も供用を継続するにあたっての
留意事項等を包括した技術的助言をとりま
とめて、秩父市長へ報告しました。

秩父橋（秩父市）

R1.8.6 現地での手交、調査

R1.12.20 報告書の手交、結果報告



技術支援（地方自治体） 修繕代行
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⚫ 橋梁名
秩父橋（ちちぶばし）

⚫ 管理者
秩父市（埼玉県）

⚫ 実施日
令和2年（2020年）～

⚫ 修繕代行
令和元年度に「直轄診断」を実施した

秩父橋において、管理者である秩父市か
らの要請により、高度な技術力を要する
等の修繕工事等を当該地方公共団体に代
わって国土交通大臣が実施できる「修繕
代行」を令和２年度に事業化しました。
令和２年度は「直轄診断」の結果を踏

まえた修繕設計を実施しました。
令和３年度から、修繕代行工事を発注

し、工事着手する予定です。

秩父橋（秩父市）

修繕が必要な損傷・変状



技術支援（地方自治体） 意見交換
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直営補修を行った橋梁

意見交換の様子

⚫ 名称
小田原市が取り組む直営点検と直営補修に
関わる意見交換

⚫ 実施日
令和2年（2020年）7月29日

⚫ 小田原市 道水路整備課
⚫ 内容

直営点検、直営補修の実施状況、その効果
や展開等について意見交換を実施しました。
直営点検においては継続的に取り組みを行

っており、委託費用を補修費用へ転換するこ
とで効果が出ていました。
しかし、直営点検を行う職員不足や診断能

力に対する不安があるとのことでした。
直営補修は小規模な補修工事は、不調不落

となり修繕計画が思うように進まないことか
ら始めたもので、専門家にアドバイスをもら
いながら進めているとのことです。
先進的な地方公共団体の取り組みについて

紹介してもらう等、有意義な意見交換を行う
ことができました。

断面修復工
「ふりもみぺったん」





令和３年度の研修について

○関東地方整備局では、以下の研修（道路構造物管理実務者）を実施予定
・「橋梁初級Ⅰ」は、道路橋の定期点検に関する研修［座学、現地実習、達成度確認試験］
・「橋梁初級Ⅱ」は、道路橋定期点検要領における「措置」の実施（修繕など）に関する研修［座学］
・「トンネル」は、トンネルの定期点検、補修・補強等に関する研修［座学、現地実習］

研修名 研修期間 研修実施場所

実践研修 道路構造物管理実務者 橋梁初級Ⅰ① R3. 9.14～R3. 9.17（4日間）
国土交通省
関東地方整備局 関東技術事務所

実践研修 道路構造物管理実務者 橋梁初級Ⅰ② R3.10.26～R3.10.29（4日間）
国土交通省
関東地方整備局 関東技術事務所

実践研修 道路構造物管理実務者 橋梁初級Ⅱ① R3.10. 5～R3.10. 7（3日間）
国土交通省
関東地方整備局 関東技術事務所

実践研修 道路構造物管理実務者 橋梁初級Ⅱ② R3.11.10～R3.11.12（3日間）
国土交通省
関東地方整備局 関東技術事務所

実践研修 道路構造物管理実務者 トンネル R3.11.24～R3.11.26（3日間）
国土交通省
国土交通大学校 柏研修センター

＜令和３年度の研修（予定）＞

＜現地実習の状況（橋梁初級Ⅰ）＞
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URL:https://www.pcken.or.jp/pubinfo/pcb_db/index.shtml

検索画面

【情報提供】ＰＣ建協橋梁管理データベースについて
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INDEX
１．国土交通省登録資格制度の背景

２．計画・調査・設計、維持管理分野での活用

３．328資格に延べ18万人の資格保有者

４．登録資格による品質の高い成果

５．発注業務における登録資格の活用事例

６．国土交通省登録資格一覧

地方公共団体のみなさまへ

1

国土交通省登録資格を
活用していただくために

国土交通省登録資格制度は、国や地方公共団体等が発注する
公共工事に関する調査（点検・診断を含む）及び設計等の業務
において、民間団体等が運営する資格の活用を図るものです。
これにより、発注業務の品質向上と資格保有技術者の活躍の機
会拡大等が期待されます。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

道路橋

トンネル

河川管理施設（水門等）

下水道管きょ

港湾岸壁

１国土交通省登録資格制度の背景

我が国では、今後急速に老朽化する高度経済成長期に集中的に整備された社会資本ス
トックの維持管理・更新や技術者の減少等、社会資本の品質の確保について大きな課題
を抱えており、これに的確に対応していくためには、その担い手を中長期的に育成し、
将来にわたり確保することが強く求められています。

2

国土交通省登録資格制度を創設(平成２６年度）

⇒民間団体等が運営する資格を活用することで、社会資本の建設、維持管理を担える技術者を確保
⇒技術者の技術研鑽を促すことで、点検・診断及び設計の品質を確保

このような状況を背景に、公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）を根拠
に、国土交通省登録資格制度が創設されました。

社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会：「今後の社会資本の維持
管理・更新のあり方について」を取りまとめ

⇒社会資本の点検・診断に関する資格制度の確立について提言（平成25年12月）

平成26年6月法改正「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」
⇒公共工事に関する調査及び設計の品質確保の観点から、資格等の評価のあり方
等について検討、必要な措置を講ずることを規定

■2018年3月
■2023年3月
■2033年3月

社会資本の老朽化の現状と将来予測
(建設後50年以上経過する社会資本の割合)

道路橋 注１

トンネル 注２

河川管理施設（水門等）注３

下水道管きょ 注４

港湾岸壁 注５

出典）国土交通省ホームページ「インフラメンテナンス情報」(平成26年度情報)より作成

注１ 約73万橋（橋長２ｍ以上の橋)。建設年度不明橋梁の約23万橋については、割合の算出にあたり除いている。

注２ 約１万１千本。建設年度不明トンネルの約400本については、割合の算出にあたり除いている。

注３ 約１万施設、国管理の施設のみ。建設年度が不明な約1,000施設を含む。（50年以内に整備された施設については

概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約50年以上経過した施設として整理している。）

注４ 総延長：約47万ｋｍ。建設年度が不明な約2万ｋｍを含む。（30年以内に布設された管きょについては概ね記録が

存在していることから、建設年度が不明な施設は約30年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過

年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上している。）

注５ 約５千施設（水深－4.5ｍ以深)。建設年度不明岸壁の約100施設については、割合の算出にあたり除いている。

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％



２ 計画・調査・設計、維持管理分野での活用

国 都道府県、市町村等

施 工 維持管理

工事計画業務

発注

登録された民間資格の保有者が
担当技術者、管理技術者、照査技術者として従事

登録された民間資格の保有者が
担当技術者、管理技術者として従事

計画・調査・設計

点検
業務

診断
業務

維持管理の
計画・調査・設計

業務

品質が
確保された
成果

測量業務
（測量法）

発注
品質が
確保された
成果

調査業務

発注
品質が
確保された
成果

設計業務

発注
品質が
確保された
成果

発注
品質が
確保された
成果

民間団体等の資格付与事業者

従事 従事 従事 従事従事従事

資格試験、継続教育等の実施 資格試験、継続教育等の実施

一定水準の技術力等を有する民間資格を国土交通大臣が登録

登録の申請 登録要件に適合するものを登録

民間団体等が運営する一定水準の技術力等を有する資格（「民間資格」という）につ
いて、申請に基づき審査を行い、国土交通大臣が「国土交通省登録資格」の登録簿に登
録します。国や地方公共団体等が発注する計画・調査・設計、維持管理の業務において、
担当技術者、管理技術者、照査技術者として登録された資格の保有者に従事していただ
くことにより、品質の確保が図られます。

「点検・診断等業務」「計画・調査・設計業務」のそれぞれにおいて、民間資格を
活用できる施設分野が定められています。

発注
品質が
確保された
成果

発注
品質が
確保された
成果

発注
品質が
確保された
成果
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部門 道路 河川 砂防 海岸
下水

道
港湾 空港

都市

公園

土木機械

設備

業務

橋
梁
（
鋼
橋
）

橋
梁
（
コ
ン
ク

リ
ー
ト
橋
）

ト
ン
ネ
ル

（
土
工
）

道
路
土
工
構
造
物

（
シ
ェ
ッ
ド
・
大
型

カ
ル
バ
ー
ト
等
）

道
路
土
工
構
造
物

舗
装

小
規
模
附
属
物

堤
防
・
河
道

砂
防
設
備

地
す
べ
り
防
止
施

設

急
傾
斜
地
崩
壊
防

止
施
設

海
岸
堤
防
等

下
水
道
管
路
施
設

港
湾
施
設

空
港
施
設

公
園
施
設
（
遊

具
）

土
木
機
械
設
備

点 検

診 断

設 計

（維持管理）

計画策定

（維持管理）

【点検・診断等業務の登録資格の分野】 知識・技術を求める者： 管理技術者 担当技術者
管理技術者と

担当技術者の両者

施
設
分
野
等

点検、診断にまたがっている施設分野は、両方の業務を担う者を求めている。

【計画・調査・設計業務の登録資格の分野】

専門分野 横断分野

部門

河
川
、
砂
防

及
び

海
岸
・
海
洋

港
湾
及
び
空

港
道
路

下
水
道

造
園

都
市
計
画
及

び
地
方
計
画

建
設
機
械

土
木
機
械

設
備

建
設
電
気

通
信

地
質
・
土
質

建
設
環
境

業務

河
川
・
ダ
ム

砂
防

地
す
べ
り

対
策

急
傾
斜
地
崩

壊
等
対
策

海
岸

港
湾
（※

）

空
港

道
路

橋
梁

ト
ン
ネ
ル

下
水
道

都
市
公
園
等

都
市
計
画
及

び
地
方
計
画

建
設
機
械

土
木
機
械

設
備

電
気
施
設
・
通

信
施
設
・
制
御

処
理
シ
ス
テ
ム

地
質
・

土
質

宅
地
防
災

建
設
環
境

計画

調査

設計

知識・技術を求める者： 管理技術者
管理技術者と照査技術者の両者

（両者に同様の知識・技術を求める）

※港湾の場合、潜水作業が伴う調査の場合のみ、担当技術者にも知識・技術を求める

施
設
分
野
等

調査、計画、設計にまたがっている施設分野は、該当する業務を担える者を求めている。



３ 328資格に延べ18万人の資格保有者

令和3年2月までに、合計328資格が登録されています。
具体的な資格付与事業者の団体名及び資格名は8～12ページ、または国土交通省ホー

ムページをご覧下さい。

点検・診断等業務に延べ10万人、計画・調査・設計業務に延べ8万人の資格保有者が
全国で活躍しています。

4

点検・診断等業務の登録資格数 N=245 計画・調査・設計業務の登録資格数 N=83

計画・調査・設計業務 部門別の登録者数点検・診断等業務 部門別の登録者数

都道府県の登録者数

備考）令和3年2月時点の登録状況。同一資格名で複数登録しているものがあるため、資格名では46団体、117資格が登録されています。

出典）国土交通省データ
資格付与事業者に対するアンケート調査結果（令和2年4月）

備考）令和元年度までに登録資格となった民間資格の資格付与事業者44団体112資格名を対象に調査し、回答のあったものを集計した。
同一資格名で複数の部門や施設分野に登録している資格があるため、それぞれの登録者数はのべ人数である。
登録者数とは、資格付与事業者が実施する資格付与試験に合格し、資格付与事業者が整理している有資格者名簿に記載している者を
指す。
その他は、海外居住者や都道府県別に把握していない資格等である。

延べ10万人 延べ8万人

245資格 83資格



78.0

78.1

78.2

78.3

78.4

H27-R1平均

４ 登録資格による品質の高い成果

登録資格を活用することで期待する効果
回答者＝都道府県・政令市の発注部署（複数回答Ｎ＝526）

⑤その他の回答
１％，６件

②新規参入など応募者
の競争性が高まる
２２％，１１６件

③地元の民間企業が
応募しやすくなり

応募者の競争性が高まる
１８％，９６件

④資格取得を目指すなど
応募者の技術・技能向上

の一助となる
２０％，１０５件

■配置あり ■配置なし

出典）国土交通省データ
都道府県・政令市に対するアンケート調査結果（平成31年2月）

出典）北海道開発局、８地方整備局、沖縄総合事務局発注の点検・診断等業務を対象
H27～H29は、入札参加時等の申請書類に記載された情報をもとに、業務成績評定が確認できた業務を対象に集計
H30～R1テクリス（業務実績情報データベース）のデータにより、業務成績評定が確認できた業務を対象に集計

登録資格制度を活用している都道府県・政令市では、登録資格を活用することで
品質の高い成果が期待されています。

①品質の高い成果が
期待できる
３９％，２０３件

国土交通省直轄発注の点検・診断等業務の業務成績評定は、登録資格の有資格者を
配置した場合、高い傾向にあります。

5

業務成績評定【平成27年度～令和元年度の平均】

（点）

78.2

78.3



５ 発注業務における登録資格の活用事例

国土交通省発注業務の入札（総合評価落札方式等）では、予定管理技術者の要件と
して「国土交通省登録技術者資格」が位置づけられています。
発注業務の応募要件として、次のような記載例を参考に活用してください。

予定管理技術者については、下記に示す条件を満たす者であること。
①技術士
博士（※研究業務等高度な技術検討や学術的知見を要する業務に適用）

②国土交通省登録技術者資格
③上記以外のもの（国土交通省登録技術者資格を除いて、発注者が指定するもの）

出典）「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン」（平成31年3月一部改定）
http://www.mlit.go.jp/common/001287887.pdf

〇管理技術者の評価（例） 〇担当技術者の評価（例）

①国家資格・技術士 ３点

②国土交通省登録資格 ２点

③上記以外の民間資格 １点

①国家資格・技術士
②国土交通省登録資格

２点

③上記以外の民間資格 １点

国土交通省発注業務の入札（総合評価落札方式等）では、技術力の評価において、
登録資格を有する技術者を配置する場合に加点評価しています。

発注業務の応募者の技術力の評価にあたっては、次のような評価例を参考に活用し
てください。

国土交通省発注の点検・診断等業務における登録資格保有者の従事割合は、管理技術
者・担当技術者ともに高い。

6

登録資格保有者の従事割合【令和元年度】

出典）「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン」（平成31年3月一部改定）
http://www.mlit.go.jp/common/001287887.pdf

■登録資格の保有者が従事している ■登録資格の保有者が従事していない

出典）テクリス（業務実績情報データベース）のデータにより、管理技術者、担当技術者の登録資格の保有状況を集計

534
62%

管理技術者 N=588 担当技術者 N=588

321
38%

659
77%

196
23%



国土交通省の土木設計業務等共通仕様書（案）においては、管理技術者、照査技術者
の要件として「国土交通省登録技術者資格」が位置づけられています。一方で、都道府
県の土木設計業務等共通仕様書に「国土交通省登録技術者資格」が記載されている割合
は全体の４５％となっています。

第1107条 管理技術者
１．（略）
２．（略）
３．管理技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士
（総合技術監理部門（業務に該当する選択科目）又は業務
に該当する部門）、国土交通省登録技術者資格（資格が対
象とする区分（施設分野等－業務）は特記仕様書による）、
シビルコンサルティングマネージャー(以下、ＲＣＣＭと
いう)※ 、土木学会認定土木技術者(特別上級土木技術者、
上級土木技術者、１級土木技術者)※等の業務内容に応じ
た資格保有者又はこれと同等の能力と経験を有する技術者
であり、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）で
なければならない。
※国土交通省登録技術者資格となっている分野以外

出典）各都道府県のホームページより調べ

地方公共団体のＡ市では、公募型プロポーザルの参加資格として「国土交通省登録
技術者資格」の対象部門資格を活用しています。

7

Ａ市Ｂ公園基本設計業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領（一部編集）
４．参加資格
(7) 次に掲げるいずれかの資格等を有する者を、管理責任者として本業務に配置することが
できる者であること。

ア 技術士法（昭和５８年法律第２５号）の規定による建設部門「都市及び地方計画」に
登録を受けている者

イ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）の規定による総合技術管理部門「都市及び地方
計画」に登録を受けている者

ウ ＲＣＣＭの登録技術部門「造園」に登録を受けている者
エ 登録ランドスケープアーキテクト（RLA）の資格を有する者
オ 平成□年度から□年度までの間に、国または県の公園整備に係る設計業務の管理技術
者として業務を完了した実績を有する者

第1108 条 照査技術者及び照査の実施
１．（略）
２．設計図書に照査技術者の配置の定めのある場合は、下
記に示す内容によるものとする。
（１）受注者は、設計業務等における照査技術者を定め、

発注者に通知するものとする。
（２）照査技術者は、技術士（総合技術監理部門（業務

に該当する選択科目）又は業務に該当する部門）、
国土交通省登録技術者資格（資格が対象とする区
分（施設分野等－業務）は特記仕様書による）、
ＲＣＣＭ（業務に該当する登録技術部門）※、土
木学会認定土木技術者（特別上級土木技術者、上
級土木技術者又は１級土木技術者）等の業務内容
に応じた資格保有者又はこれと同等の能力と経験
を有する技術者でなければならない。
※国土交通省登録技術者資格となっている分野以外

都道府県の土木設計業務等共通仕様書
に「国土交通省登録技術者資格」の

記載の有無

記載あり
３８％

記載なし
６２％

記載あり
４５％

記載なし
５５％

【令和元年度】

【令和２年度】



点検・診断等業務に活用できる資格 資格付与事業者名の50音順

8

６ 国土交通省登録資格一覧 令和3年2月までの登録資格

国土交通省登録資格は次のとおりです。

業務※の凡例）点：点検 診：診断
計：計画策定（維持管理） 設：設計（維持管理）

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

公益財団法人青森県建設技
術センター

● ●
橋梁ＡＭ点検士（道路部
門）

国立大学法人愛媛大学 ● ●
四国社会基盤メンテナン
スエキスパート

一般財団法人橋梁調査会
● 道路橋点検士

● 道路橋点検士補

一般社団法人建設コンサルタ
ンツ協会

● ●
ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンク
リート）

公益財団法人高速道路調査
会

● 高速道路点検士（土木）

● ●
高速道路点検診断士（土
木）

独立行政法人国立高等専門
学校機構

● 橋梁点検技術者

一般財団法人首都高速道路
技術センター

● ●
都市道路構造物点検技術
者

職業訓練法人全国建設産業
教育訓練協会

● 土木設計技士

国立大学法人東海国立大学
機構

● ●
社会基盤メンテナンスエキ
スパート

● 橋梁点検士

● 橋梁診断士

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（橋梁）
コースＢ

●
１級土木技術者（鋼・コンク
リート）コースＡ

●
１級土木技術者（鋼・コンク
リート）コースＢ

● ●
上級土木技術者（橋梁）
コースＢ

● ●
上級土木技術者（鋼・コン
クリート）コースＡ

● ●
上級土木技術者（鋼・コン
クリート）コースＢ

国立大学法人長崎大学

● ● 道守コース

● 道守補コース

● 特定道守（鋼構造）コース

● 特定道守コース

一般社団法人日本鋼構造協
会

● ● 土木鋼構造診断士

● 土木鋼構造診断士補

一般社団法人日本構造物診
断技術協会

● ● 一級構造物診断士

● 二級構造物診断士

公益社団法人日本コンクリー
ト工学会

● ● コンクリート診断士

一般社団法人日本非破壊検
査工業会

●
インフラ調査士橋梁（鋼
橋）

一般財団法人阪神高速道路
技術センター

● ● 主任点検診断士

● ● 点検診断士

ふくしまインフラメンテナンス
技術者育成協議会審査委員
会

● ふくしまＭＥ（基礎）

● ● ふくしまＭＥ（保全）

国立大学法人山口大学 ● ●
社会基盤メンテナンスエキ
スパート山口

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人リペア会 ● ● 構造物の補修・補強技士

琉球大学工学部附属地域創
生研究センター

● ブリッジインスペクター

合計 34 20

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

公益財団法人青森県建設技
術センター

● ●
橋梁ＡＭ点検士（道路部
門）

国立大学法人愛媛大学 ● ●
四国社会基盤メンテナン
スエキスパート

一般財団法人橋梁調査会
● 道路橋点検士

● 道路橋点検士補

一般社団法人建設コンサル
タンツ協会

● ●
ＲＣＣＭ（鋼構造及びコン
クリート）

公益財団法人高速道路調査
会

● 高速道路点検士（土木）

● ●
高速道路点検診断士（土
木）

一般社団法人国際建造物保
全技術協会

● 建造物保全技術者

● 建造物保全上級技術者

独立行政法人国立高等専門
学校機構

● 橋梁点検技術者

一般財団法人首都高速道路
技術センター

● ●
都市道路構造物点検技術
者

職業訓練法人全国建設産業
教育訓練協会

● 土木設計技士

国立大学法人東海国立大学
機構

● ●
社会基盤メンテナンスエキ
スパート

● 橋梁点検士

● 橋梁診断士

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（橋梁）
コースＢ

●
１級土木技術者（鋼・コン
クリート）コースＡ

●
１級土木技術者（鋼・コン
クリート）コースＢ

● ●
上級土木技術者（橋梁）
コースＢ

● ●
上級土木技術者（鋼・コン
クリート）コースＡ

● ●
上級土木技術者（鋼・コン
クリート）コースＢ

国立大学法人長崎大学

● ● 道守コース

● 道守補コース

●
特定道守（コンクリート構
造）コース

● 特定道守コース

一般社団法人日本鋼構造協
会

● ● 土木鋼構造診断士

● 土木鋼構造診断士補

道路部門（橋梁（鋼橋））：３６資格

道路部門（橋梁（コンクリート橋））：４０資格
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道路部門（道路土工構造物（土工））：１５資格

道路部門（道路土工構造物（シェッド・大型カルバート等））：９資格

道路部門（舗装）：８資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人日本構造物診
断技術協会

● ● 一級構造物診断士

● 二級構造物診断士

公益社団法人日本コンク
リート工学会

● ● コンクリート診断士

一般社団法人日本非破壊検
査工業会

●
インフラ調査士橋梁（コン
クリート橋）

一般財団法人阪神高速道路
技術センター

● ● 主任点検診断士

● ● 点検診断士

ふくしまインフラメンテナンス
技術者育成協議会審査委員
会

● ふくしまＭＥ（基礎）

● ● ふくしまＭＥ（保全）

公益社団法人プレストレスト
コンクリート工学会

● ● コンクリート構造診断士

●
プレストレストコンクリート
技士

国立大学法人山口大学 ● ●
社会基盤メンテナンスエ
キスパート山口

一般社団法人リペア会 ● ● 構造物の補修・補強技士

琉球大学工学部附属地域創
生研究センター

● ブリッジインスペクター

合計 37 22

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

国立大学法人愛媛大学 ● ●
四国社会基盤メンテナン
スエキスパート

一般社団法人建設コンサル
タンツ協会

● ● ＲＣＣＭ（トンネル）

公益財団法人高速道路調査
会

● 高速道路点検士（土木）

● ●
高速道路点検診断士（土
木）

一般財団法人首都高速道路
技術センター

● ●
都市道路構造物点検技
術者

職業訓練法人全国建設産業
教育訓練協会

● 土木設計技士

国立大学法人東海国立大学
機構

● ●
社会基盤メンテナンスエ
キスパート

公益社団法人土木学会
●

１級土木技術者（トンネ
ル・地下）コースＢ

● ●
上級土木技術者（トンネ
ル・地下）コースＢ

国立大学法人長崎大学

● 道守コース

● 道守補コース

● 特定道守コース

● 特定道守（トンネル）

● 道守（トンネル）

公益社団法人日本コンクリー
ト工学会

● ● コンクリート診断士

一般社団法人日本非破壊検
査工業会

● インフラ調査士トンネル

一般財団法人阪神高速道路
技術センター

● ● 主任点検診断士

● ● 点検診断士

ふくしまインフラメンテナンス
技術者育成協議会審査委員
会

● ふくしまＭＥ（基礎）

● ● ふくしまＭＥ（防災）

公益社団法人プレストレスト
コンクリート工学会

● ● コンクリート構造診断士

国立大学法人山口大学 ● ●
社会基盤メンテナンスエ
キスパート山口

合計 20 14

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人建設コンサル
タンツ協会

● ●
ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンク
リート）

● ● ＲＣＣＭ（道路）

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（鋼・コンク
リート）コースA

●
１級土木技術者（鋼・コンク
リート）コースＢ

● ●
上級土木技術者（鋼・コンク
リート）コースA

● ●
上級土木技術者（鋼・コンク
リート）コースＢ

公益社団法人日本コンク
リート工学会

● ● コンクリート診断士

公益社団法人プレストレスト
コンクリート工学会

● ● コンクリート構造診断士

ふくしまインフラメンテナンス
技術者育成協議会審査委
員会

● ● ふくしまＭＥ（防災）

合計 9 7

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人建設コンサル
タンツ協会

● ● ＲＣＣＭ（道路）

国立大学法人東海国立大学
機構

● ●
社会基盤メンテナンスエキ
スパート

一般社団法人日本道路建設
業協会

● ● 舗装診断士

一般社団法人日本非破壊検
査工業会

● インフラ調査士付帯施設

一般財団法人阪神高速道路
技術センター

● ● 主任点検診断士

● ● 点検診断士

ふくしまインフラメンテナンス
技術者育成協議会審査委員
会

● ふくしまＭＥ（基礎）

● ● ふくしまＭＥ（保全）

合計 8 6

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人建設コンサル
タンツ協会

● ● ＲＣＣＭ（地質）

● ● ＲＣＣＭ（土質及び基礎）

● ● ＲＣＣＭ（道路）

●
ＲＣＣＭ（施工計画、施工
設備及び積算）

一般社団法人全国特定法面
保護協会

● ●
のり面施工管理技術者資
格

一般社団法人日本アンカー
協会

● ● グラウンドアンカー施工士

一般財団法人阪神高速道路
技術センター

● ● 主任点検診断士

● ● 点検診断士

国立大学法人東海国立大学
機構

● ●
社会基盤メンテナンスエキ
スパート

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（地盤・基
礎）コースA

●
１級土木技術者（地盤・基
礎）コースＢ

● ●
上級土木技術者（地盤・基
礎）コースA

● ●
上級土木技術者（地盤・基
礎）コースＢ

ふくしまインフラメンテナンス
技術者育成協議会審査委員
会

● ふくしまＭＥ（基礎）

● ● ふくしまＭＥ（防災）

合計 15 11

道路部門（トンネル）：２２資格

道路部門（橋梁（コンクリート橋））：４０資格
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道路部門（小規模附属物）：５資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人建設コンサルタ
ンツ協会

● ●
ＲＣＣＭ（施工計画、施工
設備及び積算）

一般社団法人全国道路標
識・標示業協会

● ● 道路標識点検診断士

一般社団法人日本非破壊検
査工業会

● インフラ調査士付帯施設

一般財団法人阪神高速道路
技術センター

● ● 主任点検診断士

● ● 点検診断士

合計 5 4

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診

一般財団法人河川技術者
教育振興機構

●

（管理技術者）

河川技術者資格（河川
維持管理技術者）

●

（担当技術者）

河川技術者資格（河川
点検士）

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●

（管理技術者）

ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

●

（担当技術者）

ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

合計 4

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

公益社団法人砂防学会 ●
砂防・急傾斜管理技術
者

合計 2

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

一般社団法人斜面防災対
策技術協会

● 地すべり防止工事士

合計 2

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

公益社団法人砂防学会 ●
砂防・急傾斜管理技術
者

一般社団法人斜面防災対
策技術協会

● 地すべり防止工事士

合計
3

砂防部門（急傾斜地崩壊防止施設）：３登録資格

河川部門（堤防・河道）：４登録資格

砂防部門（砂防設備）：２登録資格

砂防部門（地すべり防止施設）：２登録資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 点・診

公益社団法人日本下水道
管路管理業協会

●
下水道管路管理専門技
士調査部門

●
下水道管路管理主任技
士

合計 1 1

下水道部門（下水道管路施設）：２登録資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診

一般財団法人沿岸技術研
究センター

●
海洋・港湾構造物維持
管理士

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（海岸・
海洋）コースＢ

●
１級土木技術者（流域・
都市）コースＡ

●
上級土木技術者（海岸・
海洋）コースＢ

●
上級土木技術者（流域・
都市）コースＡ

合計 6

海岸部門（海岸堤防等）：６登録資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診 計 設

一般財団法人沿岸技術
研究センター

● ● ●
海洋・港湾構造物
維持管理士

●
海洋・港湾構造物
設計士

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ● ●
ＲＣＣＭ（港湾及び
空港）

合計 2 2 3

港湾部門（港湾施設）：７登録資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点 診

一般社団法人日本公園施
設業協会

● ● 公園施設点検管理士

● ● 公園施設点検技士

合計 2 2

都市公園部門（公園施設（遊具））：４登録資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
診

一般社団法人河川ポンプ施
設技術協会

●
１級ポンプ施設管理技術
者

一般社団法人建設コンサル
タンツ協会

● ＲＣＣＭ（機械）

合計 2

土木機械設備部門（土木機械設備）：２登録資格

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
点・診

一般財団法人港湾空港総
合技術センター

●
空港土木施設点検評価
技士

合計 1

空港部門（空港施設）：１登録資格
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河川、砂防及び海岸・海洋部門（河川・ダム）：３資格

河川、砂防及び海岸・海洋部門（砂防）：２資格

河川、砂防及び海岸・海洋部門（地すべり対策）：２資格

河川、砂防及び海岸・海洋部門（急傾斜地崩壊等対策）：３資格

河川、砂防及び海岸・海洋部門（海岸）：１１資格

港湾及び空港部門（港湾）：１４資格

港湾及び空港部門（空港）：１資格

道路部門（道路）：６資格

道路部門（橋梁）：４資格

業務※の凡例）計：計画 調：調査 設：設計

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海
岸・海洋）

公益社団法人土木学会
●

１級土木技術者（河川・流
域）コースＢ

●
上級土木技術者（河川・流
域）コースＢ

合計 3

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海
岸・海洋）

公益社団法人砂防学会 ● 砂防・急傾斜管理技術者

合計 2

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海
岸・海洋）

一般社団法人斜面防災対
策技術協会

● 地すべり防止工事士

合計 2

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海
岸・海洋）

公益社団法人砂防学会 ● 砂防・急傾斜管理技術者

一般社団法人斜面防災対
策技術協会

● 地すべり防止工事士

合計 3

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設 調

一般財団法人沿岸技術
研究センター

●
海洋・港湾構造物設計
士

一般社団法人海洋調査
協会

●
港湾海洋調査士（土質・
地質調査）

●
港湾海洋調査士（深浅
測量）

●
港湾海洋調査士（危険
物探査）

●
港湾海洋調査士（気象・
海象調査）

●
港湾海洋調査士（環境
調査）

一般社団法人建設コン
サルタンツ協会

● ●
ＲＣＣＭ（河川、砂防及
び海岸・海洋）

公益社団法人土木学会

● ●
１級土木技術者（海岸・
海洋）コースＢ

● ●
１級土木技術者（流域・
都市）コースＡ

● ●
上級土木技術者（海岸・
海洋）コースＢ

● ●
上級土木技術者（流域・
都市）コースＡ

合計 6 10

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調 設 調

一般財団法人沿岸技
術研究センター

● 海洋・港湾構造物設計士

一般社団法人海洋調
査協会

●
港湾海洋調査士（土質・
地質調査）

●
港湾海洋調査士（深浅測
量）

●
港湾海洋調査士（危険物
探査）

●
港湾海洋調査士（気象・
海象調査）

●
港湾海洋調査士（環境調
査）

●
港湾海洋調査士（総合部
門）

一般社団法人建設コ
ンサルタンツ協会

● ● ＲＣＣＭ（港湾及び空港）

一般財団法人日本水
路協会

● １級水路測量技術（沿岸）

● １級水路測量技術（港湾）

一般社団法人日本潜
水協会

● 港湾潜水技士１級

● 港湾潜水技士２級

● 港湾潜水技士３級

● 特別港湾潜水技士

合計 9 2 4

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（港湾及び空港）

合計 1

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（道路）

一般社団法人交通工学研
究会

● 交通工学研究会認定ＴＯＥ

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（交通）コー
スＡ

●
１級土木技術者（交通）コー
スＢ

●
上級土木技術者（交通）
コースＡ

●
上級土木技術者（交通）
コースＢ

合計 6

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンク
リート）

● ＲＣＣＭ（土質及び基礎）

公益社団法人土木学会
●

１級土木技術者（橋梁）コー
スＢ

●
上級土木技術者（橋梁）
コースＢ

合計 4
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造園部門（都市公園等）：２資格

国土交通省 大臣官房 技術調査課
TEL：０３－５２５３－８２２０（直通）
国土交通省 大臣官房 公共事業調査室
TEL：０３－５２５３－８２５８（直通）

問合せ先

国土交通省登録資格制度については、国土交通省ホームページをご覧下さい。

国交省 登録資格 検索

2021.2版

URL https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000098.html

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（下水道）

合計 1

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（造園）

一般社団法人ランドスケー
プコンサルタンツ協会

●
登録ランドスケープアーキ
テクト（略称：ＲＬＡ）

合計 2

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

●
ＲＣＣＭ（都市計画及び地
方計画）

一般社団法人都市計画コ
ンサルタント協会

● 認定都市プランナー

合計 2

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（トンネル）

公益社団法人土木学会
●

１級土木技術者（トンネル・
地下）コースＢ

●
上級土木技術者（トンネル・
地下）コースＢ

合計 3

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
調

一般社団法人海洋調査協
会

●
港湾海洋調査士（土質・地
質調査）

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（地質）

● ＲＣＣＭ（土質及び基礎）

一般社団法人斜面防災対
策技術協会

● 地すべり防止工事士

一般社団法人全国地質調
査業協会連合会

●
地質調査技士資格（現場
技術・管理部門）

●
地質調査技士資格（現場
調査部門）

●
地質調査技士資格（土壌・
地下水汚染部門）

●
応用地形判読士資格（応
用地形判読士）

●
応用地形判読士資格（応
用地形判読士補）

公益社団法人土木学会

●
１級土木技術者（地盤・基
礎）コースＡ

●
１級土木技術者（地盤・基
礎）コースＢ

●
上級土木技術者（地盤・基
礎）コースＡ

●
上級土木技術者（地盤・基
礎）コースＢ

合計 13

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

地盤品質判定士協議会 ● 地盤品質判定士

合計 1

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般財団法人日本緑化セ
ンター

● 自然再生士

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（建設環境）

一般社団法人日本環境ア
セスメント協会

●
環境アセスメント士認定資
格

公益財団法人日本生態系
協会

● １級ビオトープ施工管理士

● １級ビオトープ計画管理士

合計 5

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（機械）

合計 1

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（機械）

合計 1

資格付与事業者名
業務※

登録資格名
計・調・設

一般社団法人建設コンサ
ルタンツ協会

● ＲＣＣＭ（電気電子）

合計 1

道路部門（トンネル）：３資格

下水道部門（下水道）：１資格

都市計画及び地方計画部門（都市計画及び地方計画）：２資格

土木機械設備部門（土木機械設備）：１資格

建設機械部門（建設機械）：１資格

建設電気通信部門（電気施設・通信施設・制御処理システム）：１資格

地質・土質部門（地質・土質）：１３資格

地質・土質部門（宅地防災）：１資格

建設環境部門：５資格



コンクリート舗装の利用促進の取り組み

〇 平成２４年１２月 「国土交通省技術基本計画」への位置づけ

・コンクリート舗装の採用によるＬＣＣ縮減を明記

＜技術基本計画（抜粋）＞
（中略）わが国の高度経済成長時代に集中投資した社会資本の老朽化の進行に対しては、戦略的な維持管理・更
新に資する技術研究開発を進める。具体的には、（中略）コンクリート舗装等耐久性の高い素材の採用等によるラ
イフサイクルコストの縮減を目指す。

〇 平成２５年度 設計業務等共通仕様書の改訂 ＜新設舗装＞

・道路詳細設計において、Ａｓ舗装とＣｏ舗装をＬＣＣも含めて比較検討したうえで決定すること
を規定

〇 平成２８年１０月 舗装点検要領の策定 ＜舗装修繕＞

・点検結果に基づく修繕設計にあたって、コンクリート舗装等への変更も含め、ＬＣＣ比較検討
を行うことを明記した「舗装点検要領」を全道路管理者へ通達

〇 平成２８年１０月～ 地方自治体へのＣｏ舗装のＰＲ

・全都道府県に設置している「道路メンテナンス会議」の場等を活用し、コンクリート舗装の適材
適所での採用推進をＰＲ

＜設計業務等共通仕様書（抜粋）＞
受注者は、設計図書に示される交通条件をもとに、基盤条件、環境条件、走行性、維持管理、経済性（ライフサイク
ルコスト）等を考慮し、舗装（アスファルト舗装／コンクリート舗装等）の比較検討のうえ、舗装の種類・構成を決定し、
設計するものとする。
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コンクリート舗装のコスト

6,000
6,500
7,000
7,500
8,000
8,500
9,000
9,500

10,000
10,500
11,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

単価

（円／m2）

(年度)

As舗装

Co舗装

初期コストが高い初期コストが高い

コンクリートはほぼ純国産
セメント価格は安定

コンクリートはほぼ純国産
セメント価格は安定

※関東地方整備局による試算（同一の交通条件、地盤条件、H18～28年度の埼玉県単価を使用して比較）
※H24以降は労務単価UPの要因が大きい

舗装の施工単価の推移※舗装の施工単価の推移※

アスファルトの価格上昇により、イニシャルコストの差は縮小傾向

LCCで比較検討すると、コンクリート舗装の方が安くなる事例が多い

アスファルトの価格上昇により、イニシャルコストの差は縮小傾向

LCCで比較検討すると、コンクリート舗装の方が安くなる事例が多い

アスファルトは100%輸入
アスファルト価格は原油価格の
変動により今後の動向は不透明

アスファルトは100%輸入
アスファルト価格は原油価格の
変動により今後の動向は不透明
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○周囲への騒音の影響が少ない箇所

・沿道が山林・商業施設・工業施設などの箇所については、騒音によ
る影響が少なく、コンクリート舗装を採用しやすい。

○地下埋設物の工事が想定されない箇所

○舗装へのダメージが大きい箇所

・自専道など沿道に家屋がない箇所や共同溝整備済み箇所であれば、
地下埋設物による掘り返しがないため、Co舗装を採用しやすい。

・大型車混入率が高い箇所や交差点部などは、As舗装に比べわたち
掘れ・骨材飛散が生じにくいCo舗装の強みを活かすことができる。

○長時間の規制や迂回路の確保が可能な箇所

・4車線以上の道路や、バイパスなど並行する迂回路がある箇所であれ
ば、長期の1車線規制が比較的容易であり、Co舗装を採用しやすい。

■採用しやすい箇所の選定事例

例:山間部など建物がない箇所 例:工業・商業地域など住宅のない箇所 例:大型車混入率の高い箇所 例:交差点部

例:自動車専用道路 例:共同溝整備を行う・行った箇所 例:車線数が多い道路 例:バイパス等の並行する迂回路がある箇所

コンクリート舗装の最近の実績
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維持修繕での採用状況について（中部地整）

○ 中部地整では、名古屋市の日銀前交差点（国道が交差する交差点）で、アスファルト舗
装の劣化が著しい状況。

○ 当該交差点付近は、交差点部を除く単路部がコンクリート舗装等で整備されており、周
辺に家屋がないこと、また、共同溝が整備されており掘り返しが必要がないことから、コン
クリート舗装を採用。

【修繕箇所平面図】

【修繕箇所横断図】

【状況写真】

19

19

22

22

A=5,000m2

日銀

既設Co舗装

既設Co舗装

共同溝

既設コンポジット舗装

4
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ＬＣＣの算定 （国道２３４号 岩見沢市栗沢）

コンクリート舗装の活用を検討

・昭和３９年に改築に合わせアスファルト舗装にて新設

・過年度に計４回１０年毎に舗装修繕を実施

・舗装老朽化に伴い、長寿命化を目的とした「既設の舗装構成を活用
した舗装補修」を試行実施

・全線４車線で片側２車線の対面交通による工事期間中の代替路の
確保によるコンクリート舗装の養生期間の確保が可能

・ＬＣＣを約５０年で算出した結果、コンクリート舗装が有利となり採用

※上記ＬＣＣは、Co舗装の建設費及びAs舗装の補修費の累計
・As舗装の補修間隔は当該区間における補修履歴より10年で試算

国道234号 岩見沢市栗沢付近
施工前の状況

切削オーバーレイ

約５０年

2019
（R1）

2029
（R11）

2079
（R61）

（延長200m 4車線 国道234号）

2039
（R21）

2049
（R31）

2059
（R41）

2069
（R51）

切削オーバーレイ

切削オーバーレイ

切削オーバーレイ

切削オーバーレイ

切削オーバーレイ

位置図

試算では50年後の2069年には
ＬＣＣでコンクリート舗装が有利となります

標準定規図

コンクリート舗装 t=28cm

施工予定箇所横断図
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約５０年間大規模な補修を行っていないコンクリート舗装の例

国道２０号 八王子市追分町交差点付近 （甲府方向へ撮影）

※ 上記LLCは建設費及び補修費の累計額
（Ａｓ舗装のLLCは、Co舗装区間の近傍区間において算出）

・平成２３年原単価を用いた直接工事費ベース
・目地補修等の維持的補修工事は含まない

１，０００

２，０００

５００

１，５００

建
設
費
＋
補
修
費

（
百
万
円

）

０

1962
(S３７)

1961～1980
(S３６～５５)

1980
(S５５)

1995
(H７)

2002
(H１４)

2011
(H23)

切削オーバレイ

切削オーバレイ

舗装打換

切削オーバレイ

凡　　　例

アスファルト舗装

コンクリート舗装

As舗装
（50年）

Co舗装
（50年）

約５０年

施工箇所
交通量 26,155台/日
（大型車混入率 10.6％）

東京都

神奈川県

山梨県

1
6

至 新宿

至 甲府

2
0

1
6

2
0

位置図

写 真

国道20号（東京都八王子市追分町～高尾町）では、約50年間（※）大規模な補修なし
ライフサイクルコスト（LCC）はアスファルト舗装の1／3程度
※昭和37年にコンクリート舗装で供用開始（延長約4km）

アスファルト舗装とコンクリート舗装のLCC比較

はちおうじ おいわけちょう たかおまち
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道路事業における地域一括発注の取組について

【イメージ図】

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、
地域単位での点検業務の一括発注等の実施

【手続きの流れ】

・国、都道府県にて市町村の意向調査を実施し、
点検数量をとりまとめた上で、点検業者へ発注

○市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注事務
を都道府県等が受委託することで、地域一括発注を実施

○平成31年度（令和元年度）は32道府県（353市町村）が地域一括発注を活用
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